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１ 現下の雇用失業情勢について
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長崎県の有効求人倍率（季節調整値）の推移

有効求人数（左軸） 有効求職者数（左軸）

有効求人倍率（右軸） 全国の有効求人倍率（右軸）

【長崎県の有効求人倍率】
令和3年4月 1.04倍 （前月比：同水準）
令和2年9月を底として、回復傾向

※ 新型コロナ発生後の最低求人倍率
0.89倍 （令和2年9月）

※ リーマンショック後の最低求人倍率
0.39倍（平成21年7月・8月）

リーマンショック時は0.55倍（平成20年9月）

現下の雇用失業情勢は、求人が求職を上回って推移しているが、引き続き新型コロナウイルス感染症が雇
用に与える影響を注視する必要がある。

【全国の有効求人倍率】
令和3年4月 1.09倍 （前月比：0.01p低下）

※  新型コロナ発生以降の最低求人倍率
1.04倍（令和2年9月・10月）

※  リーマンショック後の最低求人倍率
0.42倍（平成21年8月）

リーマンショック時は0.83倍（平成20年9月）
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２ 有効求人数及び有効求職者数の動向について（季節調整値）
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H21.12有効求職者数
(ﾘｰﾏﾝ後最高）
36,420人

H21.7有効求人数
（ﾘｰﾏﾝ後最低）
13,750人

R2.9有効求人数
（ｺﾛﾅ後最低）
20,670人

R3.4
有効求人数
24,653人
有効求職者数
23,701人H29.10

有効求人数
29,098人
過去最高

【有効求人数の動向】
有効求人数 24,653人
2か月連続増加（前月比：5.0％増加）

令和2年9月から、回復傾向にある。

【有効求職者数の動向】
有効求職者数 23,701人
2か月連続増加（前月比：5.2％増加）

コロナ感染拡大以降、前職が在職者や無業
者の求職登録者の減少が見受けられた。

【求人・求職の今後の動向】
求人は、コロナ禍の中でも慢性的な人材不足

産業もあり、コロナが終息した場合には、急激
に回復することも考えられる。

求職は、コロナ罹患防止のために、求職活動
を控えていた求職者が求職活動を再開した動
きも見られており、今後もコロナ感染症の動向
次第で、求人求職双方に大きな影響を及ぼす
可能性があり、引き続き注視する必要がある。
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３ 主要産業の新規求人の状況（原数値）
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【令和2年4月は、新型ｺﾛﾅ感染症の拡大により、全国を対象と
した緊急事態宣言が発令されたため、新規求人は大幅に減
少。その反動で前年同月比では全ての産業で増加となった。】

【建設業】
前年同月比 17.9％ 128人増加

前々年同月比 19.7％ 139人増加
【製造業】

前年同月比 10.9％ 76人増加
前々年同月比 ▲18.3％ 173人減少

【運輸業】
前年同月比 14.3％ 63人増加

前々年同月比 ▲19.3％ 120人減少
【卸小売業】

前年同月比 13.6％ 119人増加
前々年同月比 ▲21.2％ 267人減少

【宿泊飲食業】
前年同月比 99.6％ 264人増加

前々年同月比 ▲41.4％ 374人減少
【生活関連・娯楽業】

前年同月比 52.9％ 109人増加
前々年同月比 ▲11.8％ 42人減少

【医療・福祉】
前年同月比 24.0％ 562人増加

前々年同月比 ▲ 7.3％ 230人減少
【サービス業】

前年同月比 46.7％ 399人増加
前々年同月比 8.0％ 93人増加
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４ 主要産業の有効求人数の推移（原数値）及び動向について①
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建設業

有効求人（当月） ３ヶ月平均求人
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製造業
有効求人（当月） ３ヶ月平均求人
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運輸業

有効求人（当月） ３ヶ月平均求人

九州新幹線関連等の公共工事が高水準で推
移していることや、ｺﾛﾅ対策等の設備投資の需
要も増加している。
また、以前から人材不足産業であり、人材確保
の取り組みを各企業が強化している。
ｺﾛﾅ禍の中でも求人が増加している産業。

基幹産業の造船業では、地場中小造船は堅調
に推移しているが、大手造船については、縮小
傾向であるため、求人は減少傾向にある。
そのため、長崎県は新たな基幹産業の創出へ
の動きが加速している。

巣ごもり消費などで、一部宅配等の貨物運送
業は好調な部分もあるが、全体的には観光客
や修学旅行等の団体旅行が大幅に減少してお
り、観光ﾊﾞｽやﾀｸｼｰ等の旅客運送業は、非常
に厳しい状況が続いている。
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４ 主要産業の有効求人数の推移（原数値）及び動向について②
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有効求人（当月） ３ヶ月平均求人

600

900

1,200

1,500

1,800

2,100

2,400

2,700

3
1
年
4月

元
年
6月

元
年
8月

元
年
1
0月

元
年
1
2月

2
年
2月

2
年
4月

2
年
6月

2
年
8月

2年
1
0月

2年
1
2月

3
年
2月

3
年
4月

宿泊飲食

有効求人（当月） ３ヶ月平均求人
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生活関連・娯楽業

有効求人（当月） ３ヶ月平均求人

ｺﾛﾅ前から人材不足の産業であったため、ｾﾙﾌ
ﾚｼﾞ導入等による省人化の動きが見られ、求人
は減少傾向であった。
現在は、ｺﾛﾅ感染症の罹患防止のために、非
接触型へ移行への機運が高まり、更に省人化
の動きが加速している。

外国人観光客の減少によるｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ需要の消
失や国内観光の低迷、店舗の時短営業等の影
響により、令和2年度の有効求人数は大幅に減
少した。
現段階でも終息の見通しが立たず、引き続き厳
しい状態が続いている。

宿泊飲食業の休業や時短営業の影響により、
洗濯業からの求人が影響を受け、冠婚葬祭業
や娯楽業については、人と人との接触、密を避
けるために自粛傾向となり求人が減少してい
る。
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４ 主要産業の有効求人数の推移（原数値）及び動向について③
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サービス業
有効求人（当月） ３ヶ月平均求人

ｺﾛﾅ感染症の罹患防止のために、求人を見送
る事業所もあったが、一定の感染防止対策が
確立し、求人募集の再開が見受けられる。
長崎県は高年齢者の割合も高く、慢性的な人
材不足産業であるため、今後は求人が増加し
ていくものと考えられる。

事業所の休業等の影響で、派遣業からの求人
が減少していたが、現在は製造業やｺﾛﾅﾜｸﾁﾝ
関連の派遣求人が増加している。
また、警備業は、土木建設業が堅調であること
により、交通誘導等の道路警備の求人は増加
している。

有効求人数は、ｺﾛﾅ感染症拡大以降、急激に減少
し、令和2年5月には19,978人となり、7年10か月振
り（平成24年7月以来）に2万人台を下回った。
その後、有効求人数は回復傾向にあるが、ｺﾛﾅの
終息状況次第では今後も大幅に変動する可能性
も考えられる。
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５ 新型コロナウイルス感染症に起因する雇用への影響に
関する情報について（長崎労働局把握分）

【新型コロナウイルス感染症に起因する解雇等見込み労働者数】

令和 3年 4月末現在 269事業所 1,836人（うち非正規雇用 703人）
※ 集計期間 令和2年1月31日～令和3年4月30日

ただし、非正規雇用については、令和2年5月25日から集計開始

【産業別の解雇等見込み労働者数（トップ３）】

（１） 製造業 46事業所 656人（うち非正規雇用 206人）
（２） 宿泊業・飲食サービス業 50事業所 462人（うち非正規雇用 200人）

※ うち飲食サービス業 36事業所 148人（うち非正規雇用 69人）
（３） 卸売業・小売業 49事業所 215人（うち非正規雇用 92人）

※ 本情報の留意点
「解雇等見込み労働者数」については、労働局及びハローワークでの相談過程において把握できた範囲

のものであり、必ずしも網羅性があるものではなく、累積値がコロナの影響を受けて失業された方の全体の
人数を表すものではありません。

また、把握時点での情報であるため、過去に把握した情報の一部には既に再就職をされた方も含まれて
いるため、累積値の人数がその時点で失業されている方の人数を表すものではありません。
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